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フロラスラムに係る食品健康影響評価に関する審議結果（案）についての意見・

情報の募集結果について 

 

１．実施期間 令和３年１１月４日～令和３年１２月３日 

 

 

２．提出方法 インターネット、ファックス、郵送 

 

 

３．提出状況 １通  

 

 

４．頂いた意見・情報及びそれに対する食品安全委員会の回答 

頂いた意見・情報※ 食品安全委員会の回答 

① 

・承認農薬の成分数だけで 1,842 種、添加

物 829 種、遺伝子組換食品 380 種、飼料

100 種、抗生物質、ホルモン剤、ゲノム

編集成分など、全部合わせれば驚くべき

数字。 

そのような状況にも関わらず、審査の段

階では単品の成分で影響を確認するにと

どまっている。複合効果を検証しろと意

見を出しても「複数の化合物への暴露に

ついては、現段階では国際的にも、評価

手法として確立したものはなく、検討段

階にあることから、現段階では総合的な

評価は困難であると考えている。

FAO/WHO では、JMPR（FAO/WHO 合

同残留農薬専門家会議）や JECFA におい

て、複数の化合物への暴露に対するリス

ク評価手法について検討することとされ

ていることから、引き続き、最新の情報

収集に努めてまいります。」という「先

送り」状態。 

複合影響の検証方法が確立されるまで、

新規の承認を停止、残留基準はゼロとす

るか、既存の基準値の安全係数を 1,842

（承認農薬の成分数）に設定して基準を

見直すべき。 

 

② 

参照資料 60 のうち、8 割近い 47 資料が

未公表となっており、（仮に委員会内で

のチェックがあったにせよ、）公表され

ていない限り、その信頼性は不十分なも

のとなる。きちんと第三者によって検証

①について 

・食品安全委員会では、国民の健康の保護

が最も重要であるという基本的認識の

下、科学的知見に基づき客観的かつ中立

公正に、食品を介した農薬の摂取による

人の健康への影響について評価を行って

います。 

複数の化合物へのばく露については、現

段階では、JMPR（FAO/WHO 合同残留

農薬専門家会議）や JECFA（FAO/WHO

合同食品添加物専門家会議）において、

複数の化合物へのばく露に対するリスク

評価手法について検討することとされて

いることから、引き続き、最新の情報収

集に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②について 

・提出資料は、「食品安全委員会の公開に

ついて」（平成 15 年７月１日食品安全委

員会決定）に基づき、原則として公開す

ることとしていますが、公開することに

より、個人の秘密、企業の知的財産等が

参考 
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された資料のみに基づいて判断すべき。 開示され特定のものに不当な利益若しく

は不利益をもたらすおそれがある資料に

ついては、非公開としております。資料

のうち、試験の概要を記載した農薬抄録

については、「農薬の食品健康影響評価

に関する事項の調査審議における留意点

について」（令和２年５月 20 日農薬第一

専門調査会決定）に基づき、専門調査会

での審議終了後に、申請者の知的財産に

係る内容がマスキングされた閲覧用資料

を事務局内で公開しています。 

・評価に用いる資料に関しては、「残留農

薬に関する食品健康影響評価指針」（令

和元年 10 月１日食品安全委員会決定）に

基づき、評価に必要な資料を要請者がそ

の責任において提出すること、資料の内

容の信頼性を要請者が確保することを求

めています。更に、信頼性確保に関して

は、ガイドライン等で規定された試験方

法によって実施された試験成績、適正に

運営管理されていると認められる GLP

（Good Laboratory Practice）に対応した

試験施設等において実施された試験成績

及び国際機関における評価書等の科学的

に信頼できる資料を提出するよう求めて

います。 

要請者である厚生労働省は、「国外で使

用される農薬等に係る残留基準の設定及

び改正に関する指針」（平成 16 年２月５

日付け食安発第 0205001 号別添）におい

て試験成績等の範囲、GLP 遵守等につい

て定めています。 

また、食品安全委員会においては、個別

の試験結果について、上記のほか、試験

条件、試験結果等データの科学的な信頼

性を確認しながら評価を行っています。 

 

 

農薬の登録及び残留基準に関するご意見

は、リスク管理に関するものと考えられる

ことから、農林水産省及び厚生労働省に情

報提供いたします。 

※頂いたものをそのまま掲載しています。 


